
 

 

借地を活用した特別養護老人ホーム等設置支援事業補助要綱 

 

２６福保高施第１９６０号 

平成２７年３月２６日 

２７福保高施第５４号  

平成２７年 ４月 １日  

 ２９福保高施第２３７３号  

平成３０年３月３０日  

 ３１福保高施第１２号 

平 成 ３ １ 年 ４ 月 ８ 日 

５福祉高施第１３６９号 

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ５ 日 

 ５福祉高施第１４４７号 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

最終改正 ７福祉高施第２１８号 

令 和 ７ 年 ５ 月 １ ２ 日 

１ 目的 

この事業は、２に規定する特別養護老人ホーム、介護老人保健施設又は介護医療院を

設置運営する事業者（以下「事業者」という。）が国有地若しくは民有地（以下「国有

地等」という。）を借り受けて特別養護老人ホーム、介護老人保健施設若しくは介護医

療院を新たに整備する場合に要する経費の一部又は認知症高齢者グループホーム等を設

置運営する事業者が国有地等を借り受けて認知症高齢者グループホーム等を新たに整備

する場合に要する経費の一部を区市町村が補助する事業に対して都が予算の範囲内で補

助することにより、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院又は認知症高

齢者グループホーム等の設置促進を図ることを目的とする。 

 

２ 補助対象事業 

この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、以下のとおり

とする。 

Ⅰ 事業者が国有地等をその所有者から借り受けて、以下の補助対象施設を新たに整備

する事業 

（１）老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１５条の規定により東京都内（八王

子市を除く。以下同じ。）に設置する定員３０人以上の特別養護老人ホーム（以下

「特別養護老人ホーム」という。） 

（２）介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９４条の規定により東京都内に設置す

る介護老人保健施設（以下「介護老人保健施設」という。） 

（３）介護保険法第１０７条の規定により東京都内に設置する介護医療院（以下「介護

医療院」という。） 

（４）別表１に定める、（１）、（２）又は（３）に併設される施設 

 Ⅱ 事業者が国有地等をその所有者から借り受けて、以下の補助対象施設（以下「地域

密着型サービス」という。）を新たに整備することに対して、区市町村が補助する事

業 

（１） 認知症高齢者グループホーム 

（２） 小規模多機能型居宅介護事業所 



 

 

（３） 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（４） 地域密着型特別養護老人ホーム及び併設される老人短期入所施設 

 

３ 対象除外 

次に掲げる場合は、補助対象としない。 

（１）賃貸借契約の当事者が利益相反関係とみなされる場合 

（２）他の補助制度等（東京都地域医療介護総合確保基金事業（介護分）実施要綱５

（１）クに規定する「定期借地権設定のための一時金の支援事業」を除く。）により

現に経費の一部又は全部に補助を受けている場合 

（３）補助対象期間と他の期間とを比較して、補助対象期間に高額な地代を設定する場合 

（４）別記補助条件を満たさない場合 

（５）その他東京都知事（以下「知事」という。）が適当でないと認める場合 

 

４ 補助対象期間 

この補助金の交付の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、土地の賃

貸借期間が開始された日の属する月（当該月の日数が１月に満たない場合も１月とみな

す。）から起算して６０月を上限とする。この場合において、賃料の支払を要しない月

（日数が１月に満たない月も１月とみなす。）についても、１月と換算して上記の６０

月に含めるものとする。 

 

５ 補助対象経費 

（１）この補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、国有地等を借

り受けて２の補助対象施設を新たに整備する場合に要する土地の賃料とする。 

（２）（１）の補助対象経費については、特別養護老人ホームの場合は平成２６年１０月

３日から令和１０年３月３１日までの間、介護老人保健施設の場合は平成２７年４月

１日から令和１０年３月３１日までの間、介護医療院の場合は令和６年４月１日から

令和１０年３月３１日までの間、地域密着型サービスの場合は令和７年４月１日から

令和１０年３月３１日までの間に、所有者と事業者の間で新たに締結した土地賃貸借

契約に係る経費に限るものとする。 

 

６ 補助金交付額 

この補助金は、会計年度ごとに、次により算出された額を予算の範囲内において交付

するものとする。ただし、算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

Ⅰ ２Ⅰに掲げる事業（広域型施設及び併設施設） 

（１）国有地 

対象施設ごとに、補助対象経費の実支出額に２分の１を乗じて得た額を補助額とす

る。 

（２）民有地 

対象施設ごとに、補助対象経費の実支出額と、施設の所在する別表２の１欄に掲げ

る区市町村に応じて同表の２欄に定める補助基準額（当該会計年度における補助対象

期間が１２月に満たない場合は、当該期間を１２月で除した割合を乗じるものとす

る。）とを比較して、いずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額を補助額とする。 

 



 

 

Ⅱ ２Ⅱに掲げる事業（地域密着型サービス） 

（１）国有地 

対象施設ごとに、補助対象経費の実支出額に２分の１を乗じて得た額と対象経費に

係る区市町村の補助額とを比較して少ない額を補助額とする。 

（２）民有地 

  対象施設ごとに次に掲げる金額を比較していずれか少ない額を補助額とする。 

  ア 補助対象経費の実支出額と、施設の所在する別表３の１欄に掲げる区市町村に応

じて同表の２欄に定める補助基準額（当該会計年度における補助対象期間が１２月

に満たない場合は、当該期間を１２月で除した割合を乗じるものとする。）とを比

較して、いずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額 

イ 対象経費に係る区市町村の補助額 

 

７ 補助金の交付申請及び交付決定 

（１）事業者（地域密着型サービスにおいては区市町村長。以下同じ。）は、この補助金

の交付を受けようとするときは、会計年度ごとに、別に定める期日までに交付申請書

に必要な書類を添付して知事に提出しなければならない。交付申請書の様式について

は、別に定める。 

（２）知事は、事業者から（１）による補助金の交付申請を受けたときは、会計年度ごと

に、交付申請書及び添付書類の内容を審査の上、交付の可否を決定し、速やかに当該

事業者に通知する。 

 

８ 暴力団等の排除 

  次に掲げる団体は、この要綱に基づく補助金の交付の対象としない。 

（１）暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排条

例」という。第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力

団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規

定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）に該当する者があるもの 

 

９ その他 

この要綱に定めるもののほか、この事業の補助に関して必要な事項は、都が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行し、平成２６年１０月３日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 



 

 

附 則 

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則  

この要綱は、決定の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。



 

 

別記 

 

補 助 条 件 

 

１ 事情変更による決定の取消し等 

知事は、この補助金の交付の決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、

この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した

条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分に

ついては、この限りではない。 

 

２ 承認事項 

事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならない。ただし、（１）及び（２）に掲げる事項のうち軽微なものについては、

この限りではない。 

（１）補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

３ 事故報告等 

事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面により知事に報告し、そ

の指示を受けなければならない。 

 

４ 状況報告 

知事は、補助事業の円滑かつ適正な遂行を図るため、その遂行の状況に関し事業者

に対し報告を求めることができる。 

 

５ 補助事業の遂行命令等 

知事は、３及び４による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条

第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決定の内容又はこれに付

した条件に従って遂行されていないと認めるときは、事業者に対し、これらに従って

補助事業を遂行すべきことを命ずることができる。 

 

６ 実績報告 

事業者は、補助金の交付の決定に係る会計年度の終了後、別に指定する期日までに、

別に定める実績報告書に必要な書類を添付して知事に提出しなければならない。 

 

７ 補助金の額の確定等 

知事は、６による実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事

業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合していると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、事業者に通知する。 

 

８ 是正のための措置 

（１）知事は、７による調査等の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及



 

 

びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、事業者に対し、当該補助事業に

つき、これに適合させるための措置をとるべきことを命ずることがある。 

（２）６の実績報告は、前記（１）の命令により必要な措置をした場合においても、こ

れを行わなければならない。 

 

９ 補助金の請求 

交付決定を受けた補助金を請求しようとするときは、別に定める請求書に必要な書

類を添付して知事に提出しなければならない。 

 

１０ 決定の取消し 

（１）知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことがある。 

ア 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の目的に使用したとき。 

ウ 補助金の交付の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令に違反した

とき。 

エ 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人

その他の従業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

（２）（１）の規定は、７により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 

 

１１ 補助金の返還 

（１）知事は、１又は１０により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合

において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されている

ときは、期限を定めて、事業者に対しその返還を命ずるものとする。 

（２）（１）の規定は、７により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にそ

の額を超える補助金が交付されているときは、その超えた額についても同様とする。 

 

１２ 違約加算金 

事業者は、１０により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消され、その返還

を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が２回以上に分けて

交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は最後の受領

の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼりそれ

ぞれの受領の日において受領したものとする。）から納付の日までの日数に応じ、当該

補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間においては、既納付額を

控除した額）につき、年１０．９５％の割合で計算した違約加算金（１００円未満の

場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

１３ 延滞金 

事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納付期日までに納付し

なかったときは、納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につ

き年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しな

ければならない。 

 

 



 

 

１４ 他の補助金等の一時停止等 

事業者が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又は

延滞金の全部若しくは一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事業につ

いて交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交付を一時

停止し、又は当該補助金等と未納付額を相殺するものとする。 

 

１５ 財産処分の制限 

事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、知事の承認

を受けないで、この補助事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担

保に供し、又は廃棄してはならない。 

 

１６ 財産処分に伴う収入の納付 

事業者が知事の承認を受けて財産の処分をすることにより収入があった場合には、

知事は、その収入の全部又は一部を都に納付させることができる。 

 

１７ 書類の整備保管 

事業者は、補助金と補助事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を整備

し、これを当該事業完了後５年間保管しておかなければならない。 

 

１８ 消費税等に係る税額控除の報告 

事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入税額控除が確定した場合は、速やかに知事に報告しな

ければならない。 

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）で

あって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消

費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に

基づき報告を行うこととする。 

また、知事に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を都に納付さ

せることがある。 

 

１９ 寄付金収入の制限 

事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供

を受けてはならない。ただし、協同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

 

２０ その他 

事業者がこの要綱に定める条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部を

都に納付させることがある。 

 

 

  



 

 

別表１ 

 

 併 設 施 設 備 考 

特別養護老人ホーム 

特別養護老人ホームに併設され

る老人短期入所施設、都市型軽

費老人ホーム及び老人福祉施設

等整備費補助事業において併設

加算の対象となる施設 

併設施設の補助対象として

認められる面積は、特別養護

老人ホームの補助対象面積

を超えない範囲とする。 

介護老人保健施設 

介護老人保健施設施設整備費補

助事業において併設加算の対象

となる施設 

併設施設の補助対象として

認められる面積は、介護老人

保健施設の補助対象面積を

超えない範囲とする。 

介護医療院 

介護医療院施設整備費補助事業

において併設加算の対象となる

施設 

併設施設の補助対象として

認められる面積は、介護医療

院の補助対象面積を超えな

い範囲とする。 



別表２

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

２　補助基準額 ２　補助基準額 ２　補助基準額

（１施設当たり） （１施設当たり） （１施設当たり）

（年額） （年額） （年額）

千代田区 50,000 立川市 20,000 瑞穂町 20,000

中央区 50,000 武蔵野市 35,000 日の出町 20,000

港区 50,000 三鷹市 20,000 檜原村 20,000

新宿区 35,000 青梅市 20,000 奥多摩町 20,000

文京区 50,000 府中市 20,000 大島町 20,000

台東区 50,000 昭島市 20,000 利島村 20,000

墨田区 35,000 調布市 20,000 新島村 20,000

江東区 35,000 町田市 20,000 神津島村 20,000

品川区 35,000 小金井市 20,000 三宅村 20,000

目黒区 50,000 小平市 20,000 御蔵島村 20,000

大田区 35,000 日野市 20,000 八丈町 20,000

世田谷区 35,000 東村山市 20,000 青ヶ島村 20,000

渋谷区 50,000 国分寺市 20,000 小笠原村 20,000

中野区 35,000 国立市 20,000

杉並区 35,000 福生市 20,000

豊島区 35,000 狛江市 20,000

北区 35,000 東大和市 20,000

荒川区 35,000 清瀬市 20,000

板橋区 20,000 東久留米市 20,000

練馬区 20,000 武蔵村山市 20,000

足立区 20,000 多摩市 20,000

葛飾区 20,000 稲城市 20,000

江戸川区 20,000 羽村市 20,000

あきる野市 20,000

西東京市 20,000

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村



別表３(地域密着型サービス）

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

２　補助基準額 ２　補助基準額 ２　補助基準額

（１施設当たり） （１施設当たり） （１施設当たり）

（年額） （年額） （年額）

千代田区 22,000 八王子市 7,000 瑞穂町 7,000

中央区 22,000 立川市 7,000 日の出町 7,000

港区 22,000 武蔵野市 13,000 檜原村 7,000

新宿区 13,000 三鷹市 7,000 奥多摩町 7,000

文京区 22,000 青梅市 7,000 大島町 7,000

台東区 22,000 府中市 7,000 利島村 7,000

墨田区 13,000 昭島市 7,000 新島村 7,000

江東区 13,000 調布市 7,000 神津島村 7,000

品川区 22,000 町田市 7,000 三宅村 7,000

目黒区 22,000 小金井市 7,000 御蔵島村 7,000

大田区 13,000 小平市 7,000 八丈町 7,000

世田谷区 13,000 日野市 7,000 青ヶ島村 7,000

渋谷区 22,000 東村山市 7,000 小笠原村 7,000

中野区 13,000 国分寺市 7,000

杉並区 13,000 国立市 7,000

豊島区 13,000 福生市 7,000

北区 13,000 狛江市 7,000

荒川区 13,000 東大和市 7,000

板橋区 7,000 清瀬市 7,000

練馬区 7,000 東久留米市 7,000

足立区 7,000 武蔵村山市 7,000

葛飾区 7,000 多摩市 7,000

江戸川区 7,000 稲城市 7,000

羽村市 7,000

あきる野市 7,000

西東京市 7,000

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村

１　施設の所在
　する区市町村


